
 平成 28 年８月 18 日 

第１回 障害者施策推進協議会 

資料１ 

国分寺市障害者施策推進協議会設置条例 

平成28年３月29日 

条例第17号 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和45年法律第84号。以下「法」という。）第36条（都道府県等に

おける合議制の機関）第４項の規定に基づき，市の障害者に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため，国分寺市障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を設置

する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は，次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 法第11条（障害者基本計画等）第３項に規定する市町村障害者計画に関し，同条第

６項（同条第９項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。 

(2) 障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し，

及びその施策の実施状況を監視すること。 

(3) 障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事

項を調査審議すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関する

こと。 

２ 協議会は，前項に規定する事務を処理するほか，障害者福祉の推進に関する重要事項に

ついて，市長に建議することができる。 

（組織） 

第３条 協議会は，次に掲げる委員９人以内をもって組織し，市長が委嘱する。 

(1) 市内の障害者団体の代表者 １人以内 

(2) 市内に住む障害者又は市内に住む障害者若しくは障害児（以下「障害者等」という。）

の家族 ２人以内 

(3) 障害者等の就労支援を行う市内の関係機関の代表者 １人以内 

(4) 市内の地域活動支援センターの代表者 １人以内 

(5) 特別支援学校の教員 １人以内 

(6) 民生委員の代表者 １人以内 

(7) 識見を有する者 ２人以内 

（委員の任期） 
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第４条 委員の任期は，３年とし，再任を妨げない。ただし，委員が欠けた場合における補

欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。 

２ 協議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，会長の決す

るところによる。 

（意見の聴取等） 

第７条 協議会は，会議の運営上必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席さ

せ，その意見を聴き，又は委員以外の者に対し，資料の提出を求めることができる。 

（会議の公開） 

第８条 協議会の会議は，公開する。ただし，国分寺市附属機関の設置及び運営の基本に関

する条例（平成11年条例第26号）第５条（会議の公開）ただし書の規定に該当する場合は，

当該会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は，福祉保健部障害福祉課において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成28年７月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 市長は，この条例の施行の日前においても，第３条に規定する委員の委嘱その他のこの

条例に基づく協議会の運営に関する事務の実施に必要な準備行為をすることができる。 

（国分寺市障害者自立支援協議会設置条例の廃止） 

３ 国分寺市障害者自立支援協議会設置条例（平成18年条例第60号）は，廃止する。 
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（国分寺市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 国分寺市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和40年条例

第45号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 


